
１ 期末手当の支給月数 施行予定年月日：公布日から施行

基本給料
（報酬月額）

現行支給月数 改定後支給月数 増減支給月数 条例

1,154,800円 Ａ

926,800円 Ａ

829,200円 Ｂ

625,200円 Ｃ

928,800円 Ｅ

783,500円 Ｅ

658,000円 Ｅ

631,200円 Ｅ

612,300円 Ｅ

※区長、副区長、教育長、常勤監査委員の期末手当の年額は、

　{基本給料＋地域手当＋(基本給料＋地域手当）＊20％＋基本給料＊25％}＊支給月数で算出（端数切り捨て）。

※議長、副議長、委員長、副委員長、議員の期末手当の年額は、報酬月額＊145％＊支給月数で算出（端数切り捨て）。

条例
Ａ＝大田区長等の給料等に関する条例
Ｂ＝大田区教育委員会教育長の給与等に関する条例
Ｃ＝大田区監査委員の給与等に関する条例
Ｄ＝大田区行政委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例
Ｅ＝大田区議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

 

区長

議員

副区長

常勤監査委員

大田区特別職の期末手当の改定について

議長

副議長

△０．１２月

△０．１３月委員長

副委員長

※行政委員会委員には期末手当は支給されないため、今回は対象外

３．７９月

４．０２月

３．６７月

３．８９月

教育長

総 務 財 政 委 員 会
令和3年11月30日・12月1日
総 務 部 資 料 ８ 番
所 管 総 務 課



 

1 

大田区長等の給料等に関する条例（第１条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○大田区長等の給料等に関する条例 ○大田区長等の給料等に関する条例 

昭和23年10月21日 昭和23年10月21日 

条例第33号 条例第33号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の８、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の20、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

２及び３ （略） 

別表１及び２ （略） 

２及び３ （略） 

別表１及び２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2 

大田区長等の給料等に関する条例（第２条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○大田区長等の給料等に関する条例 ○大田区長等の給料等に関する条例 

昭和23年10月21日 昭和23年10月21日 

条例第33号 条例第33号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の20、６月

に支給する場合においては100分の148、12

月に支給する場合においては100分の199

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の８、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

２及び３ （略） 

別表１及び２ （略） 

付 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から、

第２条の規定は令和４年４月１日から施行

する。  

２及び３ （略） 

別表１及び２ （略） 

 



 

1 

大田区監査委員の給与等に関する条例【第１条による改正】新旧対照表 

新 旧 

○大田区監査委員の給与等に関する条

例 

○大田区監査委員の給与等に関する条

例 

平成４年12月４日 平成４年12月４日 

条例第71号 条例第71号 

第１条から第３条まで （略） 第１条から第３条まで （略） 

（その他の給与） （その他の給与） 

第４条 

１及び２ （略） 

第４条  

１及び２ （略） 

３ 期末手当の額は、次に掲げる額の合計額

に、３月に支給する場合においては100分

の８、６月に支給する場合においては100

分の154、12月に支給する場合においては1

00分の205を乗じて得た額に、給与条例の

適用を受ける職員の例により支給割合を

乗じて得た額とする。 

３ 期末手当の額は、次に掲げる額の合計額

に、３月に支給する場合においては100分

の20、６月に支給する場合においては100

分の154、12月に支給する場合においては1

00分の205を乗じて得た額に、給与条例の

適用を受ける職員の例により支給割合を

乗じて得た額とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

４から６まで （略）  ４から６まで （略） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2 

大田区監査委員の給与等に関する条例【第２条による改正】新旧対照表 

新 旧 

○大田区監査委員の給与等に関する条

例 

○大田区監査委員の給与等に関する条

例 

平成４年12月４日 平成４年12月４日 

条例第71号 条例第71号 

第１条から第３条まで （略） 第１条から第３条まで （略） 

（その他の給与） （その他の給与） 

第４条 

１及び２ （略） 

第４条  

１及び２ （略） 

３ 期末手当の額は、次に掲げる額の合計額

に、３月に支給する場合においては100分

の20、６月に支給する場合においては100

分の148、12月に支給する場合においては1

00分の199を乗じて得た額に、給与条例の

適用を受ける職員の例により支給割合を

乗じて得た額とする。 

３ 期末手当の額は、次に掲げる額の合計額

に、３月に支給する場合においては100分

の８、６月に支給する場合においては100

分の154、12月に支給する場合においては1

00分の205を乗じて得た額に、給与条例の

適用を受ける職員の例により支給割合を

乗じて得た額とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

４から６まで （略）  ４から６まで （略） 

第５条 （略） 

付 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から、

第２条の規定は令和４年４月１日から施行

する。 

第５条 （略） 

 



 

1 

大田区教育委員会教育長の給与等に関する条例（第１条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育委員会教育長の給与等に

関する条例 

○大田区教育委員会教育長の給与等に

関する条例 

昭和31年10月２日 昭和31年10月２日 

条例第14号 条例第14号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

（支給方法等） （支給方法等） 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の８、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の20、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

２および３ （略） ２および３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2 

大田区教育委員会教育長の給与等に関する条例（第２条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育委員会教育長の給与等に

関する条例 

○大田区教育委員会教育長の給与等に

関する条例 

昭和31年10月２日 昭和31年10月２日 

条例第14号 条例第14号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

（支給方法等） （支給方法等） 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の20、６月

に支給する場合においては100分の148、12

月に支給する場合においては100分の199

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

第５条 給料の支給方法並びに地域手当、通

勤手当及び期末手当の額、支給方法その他

支給に関しては、職員の給与に関する条例

（昭和26年条例第19号）の適用を受ける職

員の例による。ただし、期末手当の額につ

いては、次に掲げる額の合計額に、３月に

支給する場合においては100分の８、６月

に支給する場合においては100分の154、12

月に支給する場合においては100分の205

を乗じて得た額に、同条例の適用を受ける

職員の例により支給割合を乗じて得た額

とする。 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(１) 給料月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(２) 前号の合計額に100分の20を乗じて

得た額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

(３) 給料月額に100分の25を乗じて得た

額 

２および３ （略） 

付 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から、

第２条の規定は令和４年４月１日から施行

する。 

２および３ （略） 

 



 

1 

大田区議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（第１条による改正） 

新旧対照表 

新 旧 

○大田区議会議員の議員報酬、費用弁

償及び期末手当に関する条例 

○大田区議会議員の議員報酬、費用弁

償及び期末手当に関する条例 

昭和31年９月28日 昭和31年９月28日 

条例第10号 条例第10号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了等によりその職を離れた日現在）

において同項に規定する者に支給すべき

第２条に定める議員報酬月額とその議員

報酬月額に100分の45を乗じて得た額との

合算額に、３月に支給する場合においては

100分の27、６月に支給する場合において

は100分の157.5、12月に支給する場合にお

いては100分の204.5を乗じて得た額に、基

準日以前３か月以内（基準日が12月１日で

あるときは、６か月以内）の期間における

その者の在職期間（議員が任期満了等によ

りその職を離れ、その月又は翌月に再び議

員に就職した場合には、引き続き在職した

ものとみなす。）の区分に応じて、次の表

に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了等によりその職を離れた日現在）

において同項に規定する者に支給すべき

第２条に定める議員報酬月額とその議員

報酬月額に100分の45を乗じて得た額との

合算額に、３月に支給する場合においては

100分の40、６月に支給する場合において

は100分の157.5、12月に支給する場合にお

いては100分の204.5を乗じて得た額に、基

準日以前３か月以内（基準日が12月１日で

あるときは、６か月以内）の期間における

その者の在職期間（議員が任期満了等によ

りその職を離れ、その月又は翌月に再び議

員に就職した場合には、引き続き在職した

ものとみなす。）の区分に応じて、次の表

に定める割合を乗じて得た額とする。 

在職期間 割合 

基 準 日 が ３ 月

１ 日 又 は ６ 月

１ 日 で あ る 場

合 

基準日が12月

１日である場

合 

３か月 ６か月 100分の100 

１ か 月 1 5日 以

上３か月未満 

３ か 月 以 上 ６

か月未満 

100分の60 

１ か 月 1 5日 未

満 

３か月未満 100分の30 

 

在職期間 割合 

基 準 日 が ３ 月

１ 日 又 は ６ 月

１ 日 で あ る 場

合 

基準日が12月

１日である場

合 

３か月 ６か月 100分の100 

１ か 月 1 5日 以

上３か月未満 

３ か 月 以 上 ６

か月未満 

100分の60 

１ か 月 1 5日 未

満 

３か月未満 100分の30 

 

３ （略） ３ （略） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

 

 



 

2 

大田区議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（第２条による改正） 

新旧対照表 

新 旧 

○大田区議会議員の議員報酬、費用弁

償及び期末手当に関する条例 

○大田区議会議員の議員報酬、費用弁

償及び期末手当に関する条例 

昭和31年９月28日 昭和31年９月28日 

条例第10号 条例第10号 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了等によりその職を離れた日現在）

において同項に規定する者に支給すべき

第２条に定める議員報酬月額とその議員

報酬月額に100分の45を乗じて得た額との

合算額に、３月に支給する場合においては

100分の40、６月に支給する場合において

は100分の151、12月に支給する場合におい

ては100分の198を乗じて得た額に、基準日

以前３か月以内（基準日が12月１日である

ときは、６か月以内）の期間におけるその

者の在職期間（議員が任期満了等によりそ

の職を離れ、その月又は翌月に再び議員に

就職した場合には、引き続き在職したもの

とみなす。）の区分に応じて、次の表に定

める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了等によりその職を離れた日現在）

において同項に規定する者に支給すべき

第２条に定める議員報酬月額とその議員

報酬月額に100分の45を乗じて得た額との

合算額に、３月に支給する場合においては

100分の27、６月に支給する場合において

は100分の157.5、12月に支給する場合にお

いては100分の204.5を乗じて得た額に、基

準日以前３か月以内（基準日が12月１日で

あるときは、６か月以内）の期間における

その者の在職期間（議員が任期満了等によ

りその職を離れ、その月又は翌月に再び議

員に就職した場合には、引き続き在職した

ものとみなす。）の区分に応じて、次の表

に定める割合を乗じて得た額とする。 

在職期間 割合 

基 準 日 が ３ 月

１ 日 又 は ６ 月

１ 日 で あ る 場

合 

基準日が12月

１日である場

合 

３か月 ６か月 100分の100 

１ か 月 1 5日 以

上３か月未満 

３ か 月 以 上 ６

か月未満 

100分の60 

１ か 月 1 5日 未

満 

３か月未満 100分の30 

 

在職期間 割合 

基 準 日 が ３ 月

１ 日 又 は ６ 月

１ 日 で あ る 場

合 

基準日が12月

１日である場

合 

３か月 ６か月 100分の100 

１ か 月 1 5日 以

上３か月未満 

３ か 月 以 上 ６

か月未満 

100分の60 

１ か 月 1 5日 未

満 

３か月未満 100分の30 

 

３ （略） 

第６条 （略） 

３ （略） 

第６条 （略） 

付 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から、

第２条の規定は令和４年４月１日から施行
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する。  

 


